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1．はじめに  

 

 

 地方公共団体では、これまで現金の収入・支出のみに着目した会計手法である現金主義・単式簿記を

採用してきました。この会計手法は、予算の適正かつ確実な執行を図るという点から、確定性・客観性・

透明性に優れていますが、保有している固定資産などの残高や、将来負担しなければいけない負債など

のストックの情報が蓄積されず、また年度ごとの実質的なコストの把握が難しいといった課題がありま

した。 

 

 こうした課題を受けて、平成17年12月に「行政改革の重要方針」が閣議決定され、さらに平成18年6

月に施行された「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」に基づき、地方

自治体の資産・債務改革の一つとして新地方公会計制度の整備が位置付けられ、発生主義・複式簿記の

会計手法による地方公会計制度の導入が地方公共団体に要請されました。 

 

 さらに、平成27年1月23日付け総務大臣通知「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」

において、これまでの現金主義・単式簿記による会計手法に加えて、企業会計的手法を取り入れた発生

主義・複式簿記による統一的な基準によって、固定資産台帳の整備を前提とした貸借対照表・行政コス

ト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書の財務四表の整備を平成29年度までに行うことが、すべ

ての地方公共団体に対して要請されました。これを受けて、本市におきましても平成28年度決算以降の

財務書類の作成を行っているところです。 

 

 発生主義・複式簿記による財務書類の作成により、所有する資産と負債の状況や、行政サービスに要

したコストが把握できるようになることから、今後、他団体との比較などに活用し、より一層効率的な

財政運営に取り組んでまいります。 
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2．統一的な基準による地方公会計の財務書類とは  

 

（１）財務書類の体系  

地方公共団体の財務書類の体系は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計

算書及びこれらの財務書類に関連する事項についての附属明細書とする。 

 

（２）財務書類の作成単位  

財務書類の作成単位は、一般会計等を基礎とし、さらに一般会計等に地方公営事業会計を加えた全体

財務書類、全体財務書類に地方公共団体の関連団体を加えた連結財務書類とする。  

 

（３）会計処理   

財務書類は、公会計に固有の会計処理も含め、総勘定元帳等の会計帳簿から誘導的に作成する。  

 

（４）作成基準日   

財務書類の作成基準日は、会計年度末（３月３１日）とする。ただし、出納整理期間中の現金の受払

い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とする。 

 

（５）財務書類の作成範囲   

 

 

 
 

 

 

 

● 藤井寺市柏原市学校給食組合     ● 柏原羽曳野藤井寺消防組合   

● 柏羽藤環境事業組合         ● 大和川右岸水防事務組合      

● 大阪府後期高齢者医療広域連合    ● 大阪広域水道企業団 

● 藤井寺市勤労者互助会        ● 藤井寺市地域サービス公社 

 

 

● 国民健康保険特別会計     ● 介護保険特別会計 

● 後期高齢者医療特別会計    ● 駐車場特別会計 

● 水道事業会計         ● 病院事業会計 

● 公共下水道事業会計     

全体会計 

 

連結会計 

 

 

● 一般会計        

   

一般会計等 
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3．本市における財務書類  

１．貸借対照表  

                                                   （百万円） 

勘定科目名 一般会計等 全体会計 連結会計 

資産の部    

 固定資産 54,503 101,433 107,716 

  有形固定資産 53,647 96,897 102,549 

   事業用資産 46,959 48,254 51,314 

   インフラ資産 6,281 47,088 49,244 

   物品 406 1,555 1,990 

  無形固定資産 10 2,769 3,052 

  投資その他の資産 846 1,767 2,115 

    基金（減債・その他） 514 1,236 1,667 

     その他 332 531 448 

 流動資産 1,704 5,200 5,884 

  現金預金 115 2,809 3,457 

  未収金 96 813 845 

  基金（財政調整・その他） 1,493 1,501 1,501 

  その他 0 77 81 

資産合計 56,207 106,633 113,600 

負債の部    

 固定負債 21,438 59,975 62,664 

  地方債 18,032 38,005 39,418 

  退職手当引当金 2,943 3,634 4,489 

  その他 463 18,336 18,756 

 流動負債 1,805 4,510 5,027 

  １年内償還予定地方債 1,361 3,291 3,469 

  賞与等引当金 272 385 439 

  その他 172 834 1,119 

負債合計 23,243 64,485 67,691 

純資産の部    

 

固定資産等形成分 55,996 102,934 109,218 

余剰分（不足分） ▲23,032 ▲60,786 ▲63,308 

純資産合計 32,964 42,148 45,910 

負債・純資産合計 56,207 106,633 113,600 

※記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。  
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①貸借対照表とは  

貸借対照表は、地方公共団体の基準日（会計年度末）時点における資産保有状況及び財源

調達状況を示した財務書類であります。貸借対照表により、基準日時点における地方公共団

体の資産、負債及び純資産といったストックの残高が明らかになります。  

  資産はインフラ資産等の将来の行政サービス提供能力を有するもの及び貸付金等の将来

の資金流入をもたらすもの、負債は地方債等の将来の資金流出をもたらすもの、純資産は資

産と負債の差額であり、税収等の将来の資金流出を伴わない財源等が計上されます。  

  貸借対照表の項目の配列については、原則として流動性配列法を採用する企業会計とは異

なり、地方公共団体においては長期的な資産保有形態である固定資産の割合が高く、その財

源調達についても長期的な負債である地方債の割合が高いことを重視して、固定性の高い順

に配列する固定性配列法によることとしています。  

 

②貸借対照表からわかること  

 本年度末の一般会計等の資産額は 562 億 1 千万円、負債額は 232 億 4 千万円となり、資

産総額から負債総額を差し引いた純資産額は 329 億 6 千万円となっています。  

 資産のうち 536 億 5 千万円（95.4%）が有形固定資産となっています。その内訳として事

業用資産が 469 億 6 千万円（87.5%）、インフラ資産が 62 億 8 千万円（11.7％）を占める

形となっています。  

 一方、負債は地方債が長期分で 180 億 3 千万円、短期分で 13 億 6 千万円と負債全体の

83.4%を占めています。負債総額は 232 億 4 千万円で資産総額と比較すると 41.4%になりま

すが、資産総額から換金可能性のないインフラ資産を除いた金額で算定すると 46.6%と資産

額の 4 割以上の負債を抱えていることとなります。  
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２．行政コスト計算書  

（百万円） 

勘定科目名 一般会計等 全体会計 連結会計 

経常費用 22,059 38,472 46,630 

 業務費用 8,760 14,707 17,094 

  人件費 4,096 5,718 6,737 

   職員給与費 3,239 4,325 5,270 

   その他人件費 857 1,394 1,467 

  物件費等 4,194 7,918 9,057 

   物件費 3,137 4,981 5,560 

   維持補修費 52 90 361 

   減価償却費 1,005 2,695 2,969 

   その他物件費 0 151 167 

 

 

その他の業務費用 470 1,071 1,301 

 

 

支払利息 117 481 499 

 その他業務費用 354 590 801 

 移転費用 13,299 23,765 29,535 

  補助金等 4,034 17,873 23,630 

  社会保障給付 5,839 5,843 5,850 

  その他移転費用 3,426 48 55 

経常収益 532 4,833 5,420 

 使用料及び手数料 288 4,053 4,404 

 その他経常収益 244 781 1,015 

純経常行政コスト 21,527 33,639 41,210 

臨時損失 39 43 52 

臨時利益 11 11 12 

純行政コスト 21,556 33,672 41,251 

※記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。  
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①行政コスト計算書とは 

行政コスト計算書は、一会計期間における行政活動にかかる費用と当該行政活動との直接的な対価性

を有する使用料・手数料等の収益を対比させた財務書類となります。その差額として、地方公共団体の

一会計期間中の行政活動について税収等で賄うべきコスト（純行政コスト）が明らかになります。 

行政コスト計算書は、企業会計における損益計算書に対応するものといえますが、損益計算書が一会

計期間の営業活動に伴う収益と費用を対比して当期純利益を計算するのに対して、行政コスト計算書は

前述の費用と収益を対比して純行政コストを計算する点で大きく異なるものとなります。これは、地方

公共団体の行政活動は企業のように利益の獲得を目的としないことや税収等を行政コスト計算書ではな

く純資産変動計算書に計上することと関係していますが、損益計算書の収益として計上される売上高は

企業が提供する財貨やサービスの直接の対価であるのに対して、税収は直接的な対価性を前提とせずに

住民から徴収される財源であることによります。 

 

②行政コスト計算書からわかること 

 1 年間での一般会計等の行政活動に要した経常費用は 220億 6 千万円で、経常収益は 5 億 3千万円と

なっています。経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストに、臨時損失と臨時利益の差額を

加えた純行政コストは 215億 6千万円となっています。 

 この純行政コストについては純資産変動計算書における財源で賄われることを示しています。 

 経常費用のうち、人にかかるコストは行政サービス提供の担い手である職員等の人件費で 41 億円

（18.6%）となっています。 

 また、物にかかるコストは業務委託や消耗品費などの経費、減価償却費等で 41億 9 千万円（19.0%）

となっています。 

 その他、移転費用のコストとして補助金等や社会保障給付があり 133 億円（60.3％）と多くを占める

形となっています。 
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３．純資産変動計算書  

（百万円） 

一般会計等 
合計 

 

勘定科目名 固定資産等形成分 余剰分（不足分） 

前年度末純資産残高 33,630 55,396 ▲21,765 

純行政コスト（△） ▲21,556  ▲21,556 

財源 20,999  20,999 

 税収等 14,448  14,448 

 国県等補助金 6,551  6,551 

本年度差額 ▲557  ▲557 

固定資産等の変動（内部変動）  709 ▲709 

 有形固定資産等の増加  2,181 ▲2,181 

 有形固定資産等の減少  ▲1,422 1,422 

 貸付金・基金等の増加  201 ▲201 

 貸付金・基金等の減少  ▲250 250 

その他 ▲109 ▲109  

本年度純資産変動額 ▲666 600 ▲1,267 

本年度末純資産残高 32,964 55,996 ▲23,032 

 

全体会計 
合計 

 

勘定科目名 固定資産等形成分 余剰分（不足分） 

前年度末純資産残高 42,573 102,088 ▲59,515 

純行政コスト ▲33,672  ▲33,672 

財源 33,346  33,346 

 税収等 19,487  19,487 

 国県等補助金 13,859  13,859 

本年度差額 ▲326  ▲326 

固定資産等の変動（内部変動）  956 ▲956 

 有形固定資産等の増加  4,429 ▲4,429 

 有形固定資産等の減少  ▲3,425 3,425 

 貸付金・基金等の増加  201 ▲201 

 貸付金・基金等の減少  ▲250 250 

その他 ▲99 ▲109 10 

本年度純資産変動額 ▲425 846 ▲1,271 

本年度末純資産残高 42,148 102,934 ▲60,786 

 

連結会計 
合計 

 

勘定科目名 固定資産等形成分 余剰分（不足分） 

前年度末純資産残高 46,360 108,319 ▲61,959 

純行政コスト ▲41,251  ▲41,251 

財源 40,851  40,851 

 税収等 23,850  23,850 

 国県等補助金 17,001  17,001 

本年度差額 ▲399  ▲399 

固定資産等の変動（内部変動）  991 ▲991 

 有形固定資産等の増加  4,619 ▲4,619 

 有形固定資産等の減少  ▲3,570 3,570 

 貸付金・基金等の増加  258 ▲258 

 貸付金・基金等の減少  ▲316 316 

その他 ▲51 ▲93 42 

本年度純資産変動額 ▲451 898 ▲1,349 

本年度末純資産残高 45,910 109,218 ▲63,308 

※記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。
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①純資産変動計算書とは 

純資産変動計算書は、貸借対照表上の純資産が一会計期間においてどのように変動したかを示す財務

書類となります。 

純資産変動計算書においては、行政コスト計算書で算出された純行政コストが純資産の減少要因とし

て計上され、税収等や国県等補助金といった財源が純資産の増加要因として計上されることなどを通じ

て、一会計期間の純資産総額の変動が明らかにされます。 

   純資産総額は、固定資産等形成分及び余剰分（不足分）に分類されるが、これは、純資産がどのよう

な資産形成等に用いられているかを明らかにするものとなります。 

   純資産変動計算書は、企業会計における株主資本等変動計算書に対応するものといえますが、株主資

本等変動計算書では資本取引と損益取引の区別が重視されるのに対して、純資産変動計算書では純資産

の財源の充当先による区分が重視される点が異なります。 

 

②純資産変動計算書からわかること 

 まず、前述の純行政コスト 215 億 6千万円に対して、財源は 210億円であり、本年度差額は 5億 6

千万円不足した形となっています。 

また、調査判明等から、その他の内訳に 1億 1 千万円の減を計上しており、純資産の残高は前年度末

の 336 億 3 千万円から、本年度末は 329 億 6 千万円となりました。  

さらに、固定資産等の変動（内部変動）において、有形固定資産等の増加（新規取得）が 21億 8千

万円、減少（減価償却・除売却）が 14 億 2千万円、基金等の増加（積立）が 2億円、基金等の減少（取

崩し）が 2億 5 千万円あったため、差し引きで固定資産等形成分は 6 億円増加、余剰分（不足分）は

12 億 7千万円減少したことがわかります。 
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４．資金収支計算書  

（百万円） 

勘定科目名 一般会計等 全体会計 連結会計 

業務活動収支    

 業務支出 21,160 35,904 43,905 

  業務費用支出 7,860 12,140 14,370 

    人件費支出 4,216 5,988 7,124 

   物件費等支出 3,189 5,338 6,203 

   支払利息支出 117 481 499 

   その他の支出 338 333 544 

  移転費用支出 13,299 23,765 29,535 

 業務収入 20,965 36,681 44,882 

 臨時支出 0 4 13 

 臨時収入 10 10 10 

業務活動収支 ▲184 783 974 

投資活動収支    

 投資活動支出 836 3,033 3,393 

  公共施設等整備費支出 575 2,700 3,005 

  基金積立金支出 261 332 388 

  その他投資活動支出 0 0 0 

 投資活動収入 938 1,395 1,474 

  国県等補助金収入 604 897 908 

  基金取崩収入 332 332 397 

  その他投資活動収入 2 165 169 

投資活動収支 103 ▲1,638 ▲1,919 

財務活動収支    

 財務活動支出 2,155 4,819 4,999 

  地方債償還支出 1,249 3,913 4,090 

  その他財務活動支出 906 906 909 

 財務活動収入 1,956 5,254 5,444 

  地方債発行収入 1,956 4,658 4,846 

  その他財務活動収入 0 597 598 

財務活動収支 ▲200 435 445 

本年度資金収支額 ▲281 ▲420 ▲500 

前年度末資金残高 335 3,169 3,885 

比例連結割合変更に伴う差額 0 0 8 

本年度末資金残高 54 2,748 3,392 

本年度末現金預金残高(歳計外含む) 115 2,809 3,457 

※記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。
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①資金収支計算書とは 

資金収支計算書は、一会計期間における地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金の流れを業務活

動収支、投資活動収支及び財務活動収支に分けて示した財務書類となります。 

現金収支は現行の歳入歳出決算書においても明らかにされますが、資金収支計算書においては、資金

の流れが業務活動収支、投資活動収支及び財務活動収支に分けて記載されることで資金の増減要因が明

らかになるのが特徴です。 

業務活動収支が対象とする支出は、行政コスト計算書に発生主義で計上される行政活動にかかる費用

のうち、資産形成を伴わないものを現金主義で捉え直したものであり、収入は税収等や（業務活動にか

かる）国県等補助金、使用料及び手数料等を計上するものとなります。地方公共団体においては、資産

形成を伴わない行政活動の他にもインフラ資産の形成等が行われるため、業務活動収支は黒字となるの

が通常です。 

業務活動収支以外には、公共施設等の整備、基金の積立・取崩等に関する投資活動収支及び地方債の

償還・発行等に関する財務活動収支に区分することとなっており、支払利息支出を除く業務活動収支と

基金積立金支出及び基金取崩収入を除く投資活動収支の合算により基礎的財政収支（プライマリーバラ

ンス）を明らかにすることができます。 

 

②資金収支計算書からわかること 

 業務活動収支、投資活動収支及び財務活動収支に分かれていますが、このうち、業務活動収支は 1 億

8 千万円のマイナスでありますが、投資活動収支においては 1億円のプラスとなります。業務活動収支

の内訳として支払利息支出が 1億 2 千万円、投資活動収支の内訳として基金積立支出が 2 億 6 千万円、

基金取崩収入が 3億 3 千万円あるため、基礎的財政収支（プライマリーバランス）の金額は 4 千万円の

マイナスとなります。 

 また、財務活動収支は 2 億円のマイナスでありますが、その内訳としては地方債発行収入が 19億 6

千万円に対して地方債償還支出が 12 億 5千万円となっており、負債の増加が進み、将来世代の負担が

増加したことを表します。 
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４．本市における財務分析  

１．財務分析指標  

 

財務分析指標 一般会計等 全体会計 連結会計 

資
産
形
成
度 

住民一人当たり資産額 871,302円 1,652,997円 1,761,000円 

歳入額対資産比率 2.32年 2.29年 2.04年 

有形固定資産減価償却率 63.5％ 41.0％ 44.7％ 

世
代
間
公
平
性 

純資産比率 58.6％ 39.5％ 40.4％ 

将来世代負担比率 15.8％ 30.4％ 30.2％ 

持
続
可
能
性 

基礎的財政収支 ▲36百万円  ▲374百万円  ▲455百万円  

住民一人当たり負債額 360,300円 999,625円 1,049,324円 

債務償還比率 1,263％ － － 

効
率
性 

住民一人当たり行政コスト 334,152円 521,967円 639,456円 

住民一人当たり人件費 63,488円 88,645円 104,433円 

住民一人当たり物件費等 65,009円 122,740円 140,396円 

住民一人当たり移転費用 206,164円 368,393円 457,847円 

弾
力
性 

行政コスト対税収等比率 102.5％ 100.9％ 100.9％ 

自
律
性 

受益者負担比率 2.4％ 12.6％ 11.6％ 

 ※住民人口は令和２年 1 月 1 日現在の 64,509 人に基づき算出 
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指標 数式/説明 

資産形成度 将来世代に残る資産はどのくらいあるのか 

 住民一人当たり資産額 ◆資産額 ÷ 人口 

所有する資産額を人口で除して、一人当たりの金額を算出したものです。 

 

歳入額対資産比率 ◆資産額 ÷ （歳入総額（当期） ＋ 前期末資金残高） 

本年度の歳入総額に対する資産の比率を表したものです。これまでに取得した

資産が歳入の何年分に相当するかを表しています。 

 

有形固定資産減価償却率 ◆（減価償却累計額 ÷ 償却資産取得価額 ）× 100 

土地や建設仮勘定（非償却資産）以外の有形固定資産（償却資産）の取得価額

に対する減価償却累計額の割合を見ることで、耐用年数に対して資産の取得か

らどの程度経過しているかを表しています。 

 

世代間公平性 将来世代と現世代との負担の分担は適切か 

 純資産比率 ◆（純資産額 ÷ 資産額） × 100 

所有する資産のうち純資産の部分は過去及び現世代の負担によるもので、負債

の部分は将来世代が負担することになります。そのため、純資産の変動は、将

来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。 

 

将来世代負担比率 ◆｛地方債残高（臨時財政対策債等の特例地方債を除く） ÷（有形固定資

産＋無形固定資産）｝× 100 

有形固定資産などの社会資本等に対して、財源のうち将来の償還等が必要な負

債による調達割合を算出することにより、社会資本等形成にかかる将来世代の

負担の比率を把握することができます。この比率が高いほど、将来世代の負担

が大きいことを示しています。 

 

持続可能性 財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか） 

 基礎的財政収支 ◆業務活動収支（支払利息支出を除く） ＋ 投資活動収支（基金積立金支

出及び基金取崩収入を除く） 

地方債等の元利償還額を除いた支出と地方債等発行収入を除いた収入のバラ

ンスを見るための指標で、当該バランスが均衡している場合には、持続可能な

財政運営が実現できているといえます。 
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 住民一人当たり負債額 ◆負債額 ÷ 人口 

負債（将来世代の負担）が住民一人当たりいくらあるのかを表し、住民一人当

たりの資産額や純資産などと対比して財政の健全性を検討する指標です。 

 債務償還比率 

（参考指標） 

※財政健全化指標を利用 

◆（将来負担額－充当可能財源）÷（経常一般財源等－経常経費充当財源等）

×100 

自治体の抱えている実質債務を経常的に確保できる資金で返済した場合の比

率を見ることで、債務償還能力を測ることができます。この比率が低いほど、

債務返済能力が高いことを示しています。 

効率性 行政サービスは効率的に提供されているか 

 住民一人当たり行政コスト ◆純行政コスト ÷ 人口 

純行政コスト（資産形成につながらない行政サービス等）は、住民一人当たり

いくらかかっているのかを表しています。 

住民一人当たり人件費 ◆人件費 ÷ 人口 

行政コストのうち人件費だけに絞って住民一人当たりのコストを計算したも

のです。人件費には、発生主義において認識した退職手当引当金や賞与等引当

金も含んでいます。 

住民一人当たり物件費等 ◆物件費等 ÷ 人口 

物件費等は外部への業務委託料や社会資本等（事業用資産＋インフラ資産）の

使用コストを表す減価償却費、維持補修費等の合算額を表しており、このコス

トが住民一人当たりいくらになるかを表しています。    

住民一人当たり移転費用 ◆移転費用  ÷ 人口 

扶助費などの社会保障関係給付や各特別会計への繰出金、政策目的により市民

や各団体などへ支出する補助金など、一般会計以外の事業として進める行政サ

ービスが住民一人当たりいくらになるかを表しています。  

弾力性 資産形成等を行う余裕はどのくらいあるのか 

 行政コスト対税収等比率 ◆｛純経常行政コスト ÷ 財源（税収等+国県等補助金）｝× 100 

財源に対する行政コストの比率を表しています。当該年度の財源のうち、どれ

だけが資産形成を伴わない行政コストに使われたのかを把握することができ

ます。 この比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低く、さらに100％

を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。 

自律性 歳入はどのくらいの税収等で賄われているのか（受益者負担の水準） 

 受益者負担比率 ◆（経常収益 ÷ 経常費用 ） × 100 

地方公共団体の経常費用のうち、サービスの受益者が直接的に負担するコスト

の比率です。 
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２．経年比較  

 財務分析指標 

（一般会計等） 
令和元年度 平成30年度 

資
産
の
状
況 

住民一人当たり資産額 87.1万円 86.1万円 

歳入額対資産比率 2.32年 2.43年 

有形固定資産減価償却率 63.5％ 63.3％ 

《分析》 

 令和元年度の住民一人当たり資産額については、市立小中学校空調PFI事業を実施したことに

よる建物附属設備の増加が主な要因で、前年度と比べて1万円増加し、87.1万円になりました。 

 歳入額対資産比率については、投資活動収入及び財務活動収入の増加が主な要因で、前年度

と比べて0.11年減少し、2.32年になりました。 

 有形固定資産減価償却率については、資産増加率が減価償却累計額の増加率を下回ったこと

が主な要因で、前年度と比べて0.2％増加し、63.5％になりました。 

今後、公共施設等総合管理計画に基づき、老朽化した施設について、点検・診断や計画的な

予防保全による長寿命化を進めていくなど、公共施設等の適正な管理に努めます。 

 

資
産
と
負
債
の
比
率 

純資産比率 58.6％ 60.2％ 

将来世代負担比率 15.8％ 14.6％ 

《分析》 

 令和元年度の純資産比率については、負債の増加額が資産の増加額を上回ったことにより純

資産額が減少したため、前年度と比べて1.6％減少し、58.6％になりました。 

 また、将来世代負担比率については、学校教育施設等整備事業債等の発行による地方債残高

の増加が主な要因で、前年度と比べて1.2％増加し、15.8％になりました。 

 今後、公共施設の老朽化等に対して地方債の新規発行も一定程度想定されるため、事業費の

精査、発行の抑制を行い、将来世代の負担の軽減に努めます。 
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 財務分析指標 

（一般会計等） 
令和元年度 平成30年度 

行
政
コ
ス
ト
の
状
況 

住民一人当たり行政コスト 33.4万円 31.4万円 

《分析》 

 令和元年度の住民一人当たり行政コストは、前年度と比べて2万円増加し、33.4万円になり

ました。 

これは、人件費や物件費等を含む業務費用、補助金等や社会保障給付を含む移転費用ともに

前年度と比べて増加したためですが、この内訳についてみると、扶助費である社会保障給付の

うち、生活保護扶助費は減少しているものの、その他の扶助費や他会計への繰出金については

依然として高止まりしている状況となっており、移転費用が純行政コストに占める割合が高く

なっています。 

 今後、移転費用の大幅な減少は見込めないため、人件費や物件費などの業務費用について、

行財政改革を引き続き推進し、経費の縮減に努めます。 

 

負
債
の
状
況 

住民一人当たり負債額 36.0万円  34.3万円 

基礎的財政収支 ▲36百万円 185百万円 

《分析》 

 令和元年度の住民一人当たり負債額については、地方債の発行等による増加が主な要因で、

前年度と比べて1.7万円増加し、36万円になりました。負債額の大半を占める地方債について

は、臨時財政対策債の残高が10,754百万円となっており、地方債残高全体の55.5％と高い割

合を占めています。公共施設の耐震化や老朽化への対応等により、今後も一定の地方債の発行

が見込まれるため、事業の精査等を通じて発行残高の抑制に努めていく必要があります。 

 また、基礎的財政収支については、税収等収入が増加したものの、業務支出の増加による業

務活動収支の減少により、▲36百万円になりました。 

 

受
益
者
負
担
の
状
況 

受益者負担比率 2.4％ 2.8％ 

《分析》 

令和元年度の受益者負担比率については、経常費用が増加した一方で、経常収益が減少した

ため、前年度と比べて0.4%減少し、2.8％になりました。 

 今後、公共施設等の使用料の見直しの検討を行うなど受益者負担の適正化に努めます。 

 

 


